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序     文 
 

バングラデシュ人民共和国では、都市への人口集中や市街地の拡大が急速に進んでおり、それ

に伴い、都市における廃棄物、大気汚染、スラム拡大など、悪化する都市環境への対応が緊急の

課題となっています。とりわけ、バングラデシュ人民共和国の首都であるダッカ市は、人口が 1,200

万人（ダッカ首都圏）を超えており、人口急増と経済発展によりますます増大する廃棄物の管理

が大きな社会的課題となっています。 

日本国政府は、バングラデシュ人民共和国政府の要請に基づき、独立行政法人国際協力機構を

通じて、2003 年から 2006 年にかけて「ダッカ市廃棄物管理計画調査」を実施し、同国の首都ダ

ッカ市における廃棄物管理の改善に必要な計画策定及び提言を行うとともに、2015 年を目標年次

とした「クリーンダッカ・マスタープラン（Clean Dhaka Master Plan）」を策定しました。このマ

スタープランに基づき、ダッカ首都圏の廃棄物管理を担うダッカ市役所は、廃棄物管理改善の取

り組みを進めてきましたが、専門的知見、経験等の不足により十分な改善は達成されておりませ

ん。このような状況からダッカ市役所は、廃棄物管理分野の専門家派遣による技術協力プロジェ

クトを、バングラデシュ人民共和国政府を通じて要請し、これを受けて独立行政法人国際協力機

構は、2006 年 10 月、長英一郎バングラデシュ事務所次長を団長とする事前調査団を派遣し、調

査結果を受けて 2006 年 12 月に両政府間で討議議事録（R/D）の署名が取り交わされ、2007 年 2

月よりプロジェクトが開始されました。 

今般、本プロジェクトの終了を 2011年 2月に控え、プロジェクト目標の達成度や事業の効率性、

今後の自立発展性の見通し等の観点から今後の方向性を検討し、提言や教訓等を導き出すことを

目的として、当機構国際協力専門員 吉田充夫を日本側の総括とし、バングラデシュ人民共和国側

と合同で 2010 年 8 月 8 日から 26 日まで終了時評価調査を実施いたしました。本報告書は、今回

の評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力を効果的、効率的に実施し

ていくための参考資料として、広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、在バングラデシュ人民共和国

日本国大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援

をお願いする次第です。 

 

平成 22 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
バングラデシュ事務所長 戸田 隆夫 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 評価の目的 

本終了時評価の目的は以下のとおりである。 

① プロジェクト討議議事録（Record of Discussion：R/D）、活動計画表（Plan of Operations：

P/O）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づい

て、プロジェクトの諸目標の達成状況及び成果を検証する。 

② 5 項目評価の視点に基づき、プロジェクトの成果を評価する。 

③ 当該プロジェクトに対する提言及び将来の類似プロジェクトに対する教訓を導き出す。 

 

１－２ 評価方法 

本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン（改訂版：2004 年 2 月）』に定められた評価方

法に基づき、バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）側と日本側双方か

ら成る合同評価チームを結成して実施したものである。バングラデシュ側メンバーはダッカ市役

所（Dhaka City Corporation：DCC）が、日本側評価調査メンバーは JICA が選定した。 

調査方法としては、文献調査（既存報告書の分析）、現地視察、関係者へのインタビューを用

いた。これらの調査を通して、経済協力開発機構（Organization for Economic Cooperation and 

Development：OECD）の開発援助委員会（Development Assistance Committee：DAC）が推奨する

評価 5 項目の観点からプロジェクトの評価を行い、その評価結果から提言及び教訓を導き出し報

告書に取りまとめた。評価 5 項目の概要は以下のとおり。 

 

（1）妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標が当該国の開発政策、受益者のニーズ、わが国の援助方針

等と合致しているかどうかを評価する。 

 

（2）有効性 

プロジェクト目標が期待どおり達成されているか、あるいはプロジェクト終了時までに達

成する見込みであるか、そして、それがプロジェクト活動及びアウトプットによってもたら

されるものであるかどうかを評価する。 

 

（3）効率性 

少ない投入で大きなアウトプットが達成されているかどうかを評価する。投入の評価とし

て、投入の質、量、タイミングなどが適切であったか、投入資源が適切・効率的に使用され

たかどうかなども評価する。 

 

（4）インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされた直接・間接の正負のインパクトを評価する。上位目

標は直接的な正のインパクトのひとつであり、その達成度あるいは達成の見込みも評価する。 
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（5）自立発展性 

援助終了後もプロジェクトがもたらした開発効果が持続ないし自立発展するかどうかを、

国家政策面、組織的側面、財政的側面、技術的側面等から評価する。 

 

１－３ 評価調査団の構成 

合同評価チームのメンバーは以下の表に示すとおりである。 

 

（1）バングラデシュ側 

 氏 名 所 属 

1 
Mr. Muhammad Mohsin 

Chowdhury 

Senior Assistant Secretary (Paura-1), 地方自治局（Local Government 

Division：LGD），Ministry of Local Government, Rural Development 

and Co-operatives 

2 Mr. Md. Saiful Lslam 
Senior Assistant Chief, Economic Relations Division (ERD), Ministry of 

Finance  

3 Mr. Arshad Imam Implementation Monitoring and Evaluation Division (IMED)  

4 Mr. Syed Qudratullah 
Dhaka City Corporation (DCC), 技術部長（Superintending Engineer：

SE） 

5 Dr. M. Feroze Ahmed 
バングラデシュ工科大学（Bangladesh University of Engineering and 

Technology：BUET） 

 

（2）日本側 

 担当業務 氏 名 所 属 

1 団長・総括 吉田 充夫 JICA 国際協力専門員 

2 社会配慮 三宅 博之 北九州市立大学法学部教授 

3 環境協力 眞田 明子 JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第一課 

4 協力企画 1 牧本 小枝 JICA バングラデシュ事務所次長 

5 協力企画 2 柏村 正允 JICA バングラデシュ事務所所員 

6 評価分析 大迫 正弘 有限会社ネフカ 

 

１－４ 調査日程 

 日・曜日 活 動 

 8-Aug Sun (Mr. Oseko Arrival) 

1 9-Aug Mon 

9:00 Meeting at JICA Office 

11:00 Meeting with C/Ps (CEO, CWMO and others) 

14:00 Interview to Experts 

15:00 Interview to C/Ps 

2 10-Aug Tue 9:30 Interview to Experts 

12:00 Interview to C/Ps 
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PM: Site visit Amin Bazar Landfill site 

3 11-Aug Wed 

9:00 Interview to Experts 

11:00 Interview to C/Ps 

PM Information Collection 

4 12-Aug Thu 

AM: Information Collection 

12:00 Interview to C/Ps 

15:00 World Bank interview 

5 13-Aug Fri 
10:00 Discussion with Japanese Experts 

PM: Making report 

6 14-Aug Sat Whole day: Making report 

7 15-Aug Sun Whole day: Interview to Experts 

8 16-Aug Mon 

(Prof. Miyake arrival) 

10:00 Interview to C/Ps 

PM: Information Collection 

17:00 Site Visit: Collection Site 

9 17-Aug Tue 
AM: Site visit: Matuail Landfill site, Community survey by Prof. Miyake 

PM: Interview to C/Ps 

10 18-Aug Wed 

11:00 Interview to ADB 

(Community survey by Prof.Miyake) 

PM: Interview to C/Ps 

11 19-Aug Thu 
AM: Interview to C/Ps, Community survey by Prof. Miyake 

PM: Making Report 

12 20-Aug Fri 
(Dr. Yoshida arrival) 

Whole day: Making report 

13 21-Aug Sat 
AM: Making report 

PM: Team Meeting. 

14 22-Aug Sun 

(Ms. Sanada arrival) 

8:30 Meeting at JICA Office 

10:00 Courtesy Call to ERD 

14:00 Courtesy Cal to LGD 

15:00 Courtesy Call to DCC (Mayor, CEO and CWMO) 

15 23-Aug Mon 

9:30 Kick off meeting (among Joint Evaluation Team) 

10:00 Kick off meeting (DCC/JET with Joint Evaluation Team) 

12:00 Interview to C/Ps 

PM: Site visit 
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16 24-Aug Tue 

10:00 Evaluation Team Meeting 

11:30 Briefing to CWMO 

14:20 Briefing to CEO 

14:30 Steering Committee Meeting 

17 25-Aug Wed 

AM: Finalization of the documents 

PM: Site Visit 

17:00 Meeting with Japanese Expert Team 

18 26-Aug Thu 

A.M Discussion with C/Ps 

14:30 Report to EOJ 

16:00 Report to JICA 

Departure(Dr. Yoshida, Prof. Miyake, Ms. Sanada and Mr. Oseko) 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ プロジェクトの背景 

バングラデシュでは、都市への人口集中（増加率 5.6％/年）や市街地の拡大が急速に進んでお

り、それに伴い悪化する都市環境への対応が喫緊の課題となっている。とりわけ、ダッカ都市圏

では人口が 1,200 万人を超え、増大する廃棄物の管理が大きな社会的課題となっている（廃棄物

発生量、1 人当たり 0.5kg/日）。 

バングラデシュの首都ダッカ市では、ダッカ市役所（Dhaka City Corporation：DCC）が同市内

の廃棄物管理を担っている。しかしながら、廃棄物管理に係る実施体制の脆弱さ、計画の欠如、

機材不足、住民の意識の低さ等の理由により、適切な廃棄物管理が行われてこなかった。ダッカ

市が健全に発展を遂げ、住民が安全な都市生活を享受するためには、適切な廃棄物管理を実施す

る必要があるとの認識から、バングラデシュ政府は 2002 年にわが国に対し同市の廃棄物管理に係

る調査及び計画策定を要請し、JICA は開発調査（ダッカ市廃棄物管理計画調査、2003 年 11 月～

2006 年 3 月）を実施した。同調査では、マスタープラン策定（2005 年 3 月）後の 1 年間をフォロ

ーアップ期間と位置づけ、DCC が上記緊急課題解決に取り組むための側面支援を行った。さらに、

上記調査でまとめられたマスタープランを段階的にかつ確実に実現し、同市における廃棄物管理

体制を確立するため、バングラデシュ政府は DCC への技術協力プロジェクトを要請し、本評価

の対象となる「ダッカ市廃棄物管理能力強化プロジェクト」（2007 年 2 月～2011 年 2 月）が開始

された。 

これらの技術協力と並行して、廃棄物収集・運搬の改善と温室効果ガス削減の 2 点を目的とし

た、収集車両供与を主なコンポーネントとする環境プログラム無償資金協力（Environmental Grant 

Aid Program：EGAP）、債務削減相当資金（Japan Debt Cancellation Fund：JDCF）を用いたマトワ

イル処分場の拡張及びアミンバザール処分場の建設、2 名の環境教育分野の青年海外協力隊員

（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）の派遣、草の根無償資金協力を用いた医療廃棄

物管理プロジェクトの支援など、日本政府はいくつかの異なるスキームを用いてダッカ市の廃棄

物管理改善を支援している。 

本プロジェクトは、これら 10 年に及ぶ協力プログラムの最後に位置づけられるものであり、そ

れを図に示すと図-1 のようになる。 
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図－１ 本プロジェクトの位置づけ 
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２－２ プロジェクトのフレームワーク（詳細は付属資料 2．PDM を参照のこと） 

２－２－１ 上位目標及びプロジェクト目標 

（1）上位目標 

ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施される。 

 

（2）プロジェクト目標 

ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する。 

 

２－２－２ アウトプット 

（1）廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する。 

（2）住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される。 

（3）廃棄物収集運搬能力が向上する。 

（4）最終処分場が適切に運転・維持管理される。 

（5）廃棄物管理のための会計システムが改善される。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ プロジェクトへの投入 

３－１－１ 日本側投入実績 

（1）専門家派遣 

表-1 のとおりの専門家が派遣された。合計人月（M/M）は 111.3 M/M（詳細は付属資料

1．合同評価報告書 Annex 2 を参照のこと）。 

 

表－１ 専門家派遣実績 

単位：人月（M/M） 

専門家 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 

合計2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 

実績 実績 実績 実績 計画 

総括/組織制度整備 3.40 2.80 2.80 4.70 4.93 18.63

副総括/廃棄物管理 1.30 3.00 6.60 2.50 3.50 16.90

住民参加 1/コミュニケーシ

ョン 
2.23 3.50 2.70 3.70 3.17 15.30

収集・運搬/広報 1 － 4.00 4.00 5.40 3.20 16.60

最終処分場管理 0.70 1.70 － － － 2.40

住民参加 2/広報 2 － － 3.60 2.50 2.97 9.07

最終処分場運営維持管理 

（O&M）研修 
2.00 1.80 4.00 3.00 3.10 13.90

廃棄物収集車及び関連機器 

メンテナンス 
0.30 2.80 1.80 0.90 － 5.80

財務管理 0.50 1.60 1.60 1.80 1.60 7.10

廃棄物収集車運転計画 － － － 3.00 2.60 5.60

合 計 10.43 21.20 27.10 27.50 25.07 111.3

 

（2）機材供与 

2010 年 3 月時点において、日本側から、コンピュータ、（最終処分場で活用する）有害

ガス検知器、水質測定機など、991 万 6,000 円相当の機材が供与された（供与機材リスト

は付属資料 1．合同評価報告書の Annex 5 を参照のこと）。 

 

（3）カウンターパート研修 

2010 年 8 月時点において、27 名のバングラデシュ側カウンターパートが、21 の廃棄物

関連の JICA 集団研修に、3 名が個別研修に参加した。また、2007 年にインドで、2008 年

にベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）で第三国研修が実施され、8 名

のカウンターパートがインド、6 名がハノイ市の研修旅行に参加した（詳細は付属資料 1．

合同評価報告書の Annex 4 を参照のこと）。 
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（4）現地業務費負担 

2010 年 3 月時点において、現地業務費として日本側は、4,608 万 7,000 円を負担した。

年度ごとの金額は表-2 のとおり（詳細は付属資料 1．合同評価報告書の Annex 6 を参照の

こと）。 

 

表－２ 現地業務負担額 

年度 
2006 年度 

2月～6月 

2007 年度

7月～3月

2008 年度

5月～9月

2009 年度

5月～3月

2010 年度 

5月～2月 
合計 

現地業務費 

（単位：千円） 
2,420 11,170 17,518 14,979 － 46,087 

 

３－１－２ バングラデシュ側投入実績 

（1）カウンターパートの配置 

2006 年度 95 名、2007 年度 112 名、2008 年度 117 名、2009 年度 107 名と、常時 100 名前

後の常勤及び出向のカウンターパートが配置された（カウンターパート・リストは付属資

料 1．合同評価報告書の Annex 3 を参照のこと）。 

 

（2）施設の提供 

バングラデシュ側は、日本人専門家チームの執務室等を提供した。 

 

（3）予算 

DCC は本プロジェクトの活動と市としての廃棄物管理業務を一体的に行っているため

に、DCC の予算から本プロジェクトに対する予算のみを切り分けることはできないが、日

本専門家チーム執務室の光熱費、電話代、プロジェクトで実施した廃棄物管理に係るワー

クショップ、ミーティング等の経費の一部は DCC が負担している。 

 

３－２ プロジェクトの実績 

３－２－１ アウトプットの達成度 

 

 アウトプット 1 アウトプット 2 アウトプット 3 アウトプット 4 アウトプット 5

アウトプットの達成度 B A B A A 

A：プロジェクト終了時までに達成される見込み。 

B：プロジェクト終了時までにほぼ達成される見込み。 

C：プロジェクト終了時までに達成することは困難。 

 

（1）アウトプット 1 の達成度 

アウトプット 1：廃棄物管理活動の管理・調整のための能力が向上する。 

指標 1-1： 廃棄物管理局（Waste Management Department：WMD）のマネジャーがプロジ

ェクト終了までに年間活動計画と予算提案を作成できるようになる。 
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指標 1-2： 5 年次（2010 年 4 月～2011 年 3 月）のプロジェクト活動で完了が 1 カ月以上

遅れる活動の割合が 70％に減る。 

指標 1-3： プロジェクトにより 8 つのグッドプラクティスやケースが広められる。 

指標 1-4： プロジェクト終了までに、市民の環境意識と社会状況の変化に合わせ、「ク

リーンダッカ・マスタープラン」が改訂される。 

指標 1-5： ワードベース・アプローチ（Ward Based Approach：WBA）の活動が廃棄物管

理局職員の業務として公式に認定される。 

 

1） 指標 1-1 の達成度 

指標 1-1： WMD のマネジャーがプロジェクト終了までに年間活動計画と予算提案を

作成できるようになる。 

達成度：B 

 

バングラデシュ側グループリーダーたちは、年間活動計画を策定できるようになっ

たが、依然として、日本人専門家からの多少の支援を必要としている。年間活動計画

に基づく予算策定はまだカウンターパートが独力で実施できるレベルに達していない

ため、残るプロジェクト期間中に予算策定ができるところまで指導を行う予定である。

一方で最終処分場の処分場管理ユニット（Landfill Management Unit：LMU）は例外的

で、プロジェクト開始当初から、自ら活動計画と予算策定を行ってきている。 

 

2） 指標 1-2 の達成度 

指標 1-2： 5 年次（2010 年 4 月～2011 年 3 月）のプロジェクト活動で完了が 1 カ月以

上遅れる活動の割合が 70％に減る。 

達成度：A－ 

 

プロジェクトの調査によると、完了が 1 カ月以上遅れるプロジェクト活動は、3 年

次の時点で 38％、4 年次の時点で 72％となっている。しかし、この調査は 3 年次と 4

年次で異なる「活動遅延」の定義を用いており、同一基準での変化の推移を追ってい

ないという課題があったため、より厳しい定義に基づいて調査された 4 年次の数値を

もって評価を行うこととした。それによると、ベースラインが 100％（すべての活動

が 1 カ月以上遅れていた）であったものが 72％に減少しており、指標の目標値 70％を

おおむね達成している。活動遅延の主な理由は、DCC が約束していた職員採用の遅れ

による WMD の体制整備の遅れである。 

 

3） 指標 1-3 の達成度 

指標 1-3：プロジェクトにより 8 つのグッドプラクティスやケースが広められる。 

達成度：B 

 

2009 年 12 月に開催されたプロジェクトチーム会議において、5 件のグッドプラクテ

ィス及び 5 件の候補が選定されている。グッドプラクティスの選定基準は持続性
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（Sustainability）、アプローチ（Approach）、反復可能性（Replicability）、チャレン

ジ性（Challenges）とされている。これらのグッドプラクティスの自立性はいまだ十分

確保されているとはいえず、継続のためには DCC からの継続的支援が必要とされて

いる。グッドプラクティスの普及活動はまだ行われていないが、プロジェクトではグ

ッドプラクティス紹介パンフレットの配布、ウェブサイトでの広報、バングラデシュ

国内の主要 6 都市の代表が集まるバングラデシュ廃棄物管理会議（Bangladesh SWM 

Conference）での発表などによる普及を計画している。プロジェクトは、国内で唯一、

WMD、マスタープラン、衛生処分場などを有する DCC が本会議においてリーダー的

役割を果たすことを期待している。 

 

4） 指標 1-4 の達成度 

指標 1-4：プロジェクト終了までに、市民の環境意識と社会状況の変化に合わせ「ク

リーンダッカ・マスタープラン」が改訂される。 

達成度：A－ 

 

「クリーンダッカ・マスタープラン」改訂のためのタスクフォースが組まれ、2010

年 6 月に、改訂に関するアンケート式のコンセプトペーパーが関係者に配布された。9

月にコンセプトペーパーの回収・分析を行い、その結果に基づいて改訂版を作成し、

12 月にステアリング・コミッティで承認を仰ぐ計画になっている。堆肥化とリサイク

ルが追加されることが予想されるが、プロジェクトとしては、ワードベース・アプロ

ーチ（WBA）の拡大・発展を強調したいと考えている。 

 

5） 指標 1-5 の達成度 

指標 1-5：WBA の活動が廃棄物管理局職員の業務として公式に認定される。 

達成度：A 

 

2010 年 3 月にオフィスオーダーが発行され、WBA アプローチは WMD の業務とし

て公式に認定され、WBA アプローチの実施と促進は WMD 職員の公式な業務のひと

つとなっている。 

 

以上、指標 1-1 から指標 1-5 の達成度を総合して、アウトプット 1 の達成度を B と評価

する。 

 

（2）アウトプット 2 の達成度 

アウトプット 2：住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される。 

指標 2-1： プロジェクト終了までに、20 名以上の清掃検査官（Conservancy Inspector：CI）、

清掃監督検査官（ Conservancy Supervising Inspector： CSI）及び清掃官

（Conservancy Officer：CO）がワードレベルの住民廃棄物管理を推進するため

の十分な知識、技能を修得し、意欲をもつ。 

指標 2-2： ワード廃棄物管理ガイドラインが作成され、バングラデシュ会計年度 2007/08
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終了までには使用できる状態になる。 

指標 2-3： 一次収集サービス業者の許認可及びモニタリングシステムが改善され、全市

への導入が開始される。 

指標 2-4： 住民・ダッカ市・一次収集サービス業者間が調整され、成功した住民廃棄物

管理活動の数がプロジェクト終了までに 20 になる。 

 

1） 指標 2-1 の達成度 

指標 2-1： プロジェクト終了までに、20 名以上の清掃検査官（Conservancy Inspector：

CI）、清掃監督検査官（Conservancy Supervising Inspector：CSI）及び清掃

官（Conservancy Officer：CO）がワードレベルの住民廃棄物管理を推進する

ための十分な知識、技能を修得し、意欲をもつ。 

達成度：A－ 

 

日本人専門家チームの評価によると、15 名の CI 及び CO が住民廃棄物管理を推進

するための十分な知識と経験を有しており、WMD がワードレベルの住民廃棄物管理

を進めていくうえで欠くことのできない戦力になっている。また、上記 15 名以外に、

5 名の CI 及び CO がその経験を通して潜在的な能力を高めている。これまで、プロジ

ェクトに対する CO の関与が比較的低かった傾向があるが、近年、徐々にその関与を

深めてきている。15 名の有能な CI 及び CO を育てるのに 3 年半かかっていることか

ら、残る 5 名がプロジェクトの残余期間中に十分な知識と技能と意欲をもつようにな

るためには、更なる努力が要求されるであろうと思われる。 

一方、2010 年 8 月に 36 名の CI 及び CO を対象に行われた自己評価調査

「Self-Evaluation Survey on Output 2」によると、16 名の CI 及び CO が廃棄物管理に関

する十分な知識を有していると回答しており、20 名が適切な技能を、19 名が高い意欲

を有していると自己評価している。 

 

2） 指標 2-2 の達成度 

指標 2-2： ワード廃棄物管理ガイドラインが作成され、バングラデシュ会計年度

2007/08 終了までには使用できる状態になる。 

達成度：A 

 

ワード廃棄物管理ガイドラインは、ベンガル語版と英語版がそれぞれに作成されて

おり、WBA 活動はそれに従って実行されている。改定版の作成も進んでおり、ベン

ガル語版は既に完成し、現在、英語版を作成中である。 

 

3） 指標 2-3 の達成度 

指標 2-3： 一次収集サービス業者の許認可及びモニタリングシステムが改善され、全

市への導入が開始される。 

達成度：B 
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一次収集サービス業者の許認可及びモニタリングを導入する目的は、一次収集サー

ビスの質を向上させること、並びに透明性及び説明責任を高めることにある。サービ

ス業者許認可に関しては 2010 年 7 月にダッカ市長の承認が下りた。引き続きプロジェ

クトはモニタリングシステムを開発し、フィールドテストを行った。 

今後、許認可及びモニタリングシステムを全市に導入するべく、導入会議が 2010

年 9 月から開催される予定になっている。 

 

4） 指標 2-4 の達成度 

指標 2-4： 住民・ダッカ市・一次収集サービス業者間が調整され、成功した住民廃棄

物管理活動の数がプロジェクト終了までに 20 になる。 

達成度：A 

 

日本人専門家チームは、20 件の住民廃棄物管理活動を認めている。一方、

「Self-Evaluation Survey on Output 2」によると、CI 及び CO は 2010 年 8 月の時点で 24

件の活動を報告している。 

住民・ダッカ市・一次収集サービス業者間の調整は、WBA 活動を通じて頻繁に行

われている。WBA が導入された地区では、地域住民が主体的に活動を進めており、

特に 2010 年 1 月のクリーン・ダッカ週間には、いくつかの住民主導のグッドプラクテ

ィスが観察された。 

 

以上、指標 2-1 から指標 2-4 の達成度を総合して、アウトプット 2 の達成度を A と評価

する。 

 

（3）アウトプット 3 の達成度 

アウトプット 3：廃棄物収集運搬能力が向上する。 

指標 3-1： ダッカ市に適した新収集システムが開発され、開発したシステムが 20 カ所以

上に導入される。 

指標 3-2： WBA2 対象ワード（46 ワードが対象）の 50％以上の CI 及び清掃員が安全衛

生に対する認識をもつようになる。 

指標 3-3： プロジェクト終了時までに 15 名以上の CI のワードレベルでの収集運搬の管

理能力が向上し、CI 自ら改善のイニシアティブをとるようになる。 

指標 3-4： 127 台の収集車の定期メンテナンスが行われる。 

 

1） 指標 3-1 の達成度 

指標 3-1： ダッカ市に適した新収集システムが開発され、開発したシステムが 20 カ所

以上に導入される。 

達成度：A 

 

「OVI Survey Report of Group 3（2010 年 8 月 10 日）」によると、各地区のそれぞれ

の状況に適してデザインされた新収集システムは、2010 年 7 月の時点で、12 ワードの
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23 地区に導入されている。一例を挙げると、WBA 活動を通じたバケツを使った収集

システムがワード 36、45、63、69 に、コンパクターによる収集がワード 5、22、33、

36、45、49、53、57、76 に導入され、これらによって二次収集にかかる時間が大幅に

短縮されている（詳細は付属資料 2．合同評価報告書 Annex 6 を参照のこと）。 

これらの知識と経験を生かした新収集システムの更なる拡大は、EGAP で供与され

た収集車両を最大限に有効活用するうえで必須のものである。 

 

2） 指標 3-2 の達成度 

指標 3-2： WBA2 対象ワード（46 ワードが対象）の 50％以上の CI 及び清掃員が安全

衛生に対する認識をもつようになる。 

達成度：A－ 

 

WBA2 対象ワード（46 ワード）では、4,000 名以上の清掃員が安全衛生に関する研

修に参加し、清掃マニュアルや安全具が支給された。安全具には、制服、手袋、マス

クなどが含まれる。日本人専門家チームの観察によると、研修後ほとんどすべての CI

及び清掃員が安全衛生意識をもつようになっている。また、46 名の CI を対象に行わ

れた「OVI Survey of Group 3（2010 年 8 月 10 日）」では、46 名全員が、ほぼすべて

の清掃員が安全衛生意識をもつようになったと回答している。さらには、約 50 名の清

掃員を対象に日本人専門家チームがインタビュー調査を実施しており、その結果によ

ると、ほとんどの清掃員が安全衛生向上のために安全具の使用を希望しているとのこ

とであった。一方、評価団の観察及び現場での数名の清掃員に対するインタビューに

よると、必ずしも支給された安全具を用いておらず、清掃マニュアルも参照していな

い事例もみられた。 

これらのことから、安全衛生研修は一定の効果を上げているものの、CI 及び清掃員

に安全衛生意識が徹底して浸透するまでには、更に活動を行っていくことが必要であ

る。 

DCC には、CI 及び清掃員の安全衛生意識の高揚と定着のために、今後も引き続き、

CI からの要請に応じて安全具の提供を継続していくことが強く望まれる。 

 

3） 指標 3-3 の達成度 

指標 3-3： プロジェクト終了時までに 15 名以上の CI のワードレベルでの収集運搬の

管理能力が向上し、CI 自ら改善のイニシアティブをとるようになる。 

達成度：A 

 

本評価時点までに、WBA 活動は 18 のワードを対象に実施されてきている。日本人

専門家チームによると、これらの地区の CI は、廃棄物管理に関する各種情報収集、ダ

ストビンの撤去、コンテー周りの清掃、コミュニティユニット・ワーキング・グルー

プ（Community Unit Working Group：CUWG）への助言、清掃員の訓練、安全衛生委員

会の設置、旧来の収集システムの改善、機器の保守管理などの活動において指導的役

割を果たしている。彼らは、自ら考え、行動して、担当する地区の廃棄物収集を改善
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していくだけの能力を身につけている。 

 

4） 指標 3-4 の達成度 

指標 3-4： 127 台の収集車の定期メンテナンスが行われる。 

達成度：C 

 

127 台という数値目標は、JDCF によって実施されているアミンバザール・プロジェ

クトで調達した 27 台と、EGAP で供与された 100 台を指している。アミンバザール・

プロジェクトの 27 台は WMD の収集運搬部門によって定期的にメンテナンスされて

いる。一方、EGAP の 100 台に関しては、DCC が約束した運転手と清掃員のリクルー

トが遅れているために、全車輌が当初予定どおり運行されるという状況には至ってい

ない。 

ワークショップに関しては、既存の 1 カ所は稼働しているが、EGAP で新設された

1カ所が、車輌同様に DCCが約束した機材の調達及び職員・作業員の配置の遅れから、

一部が稼動に至っていない状況である。 

DCC には、EGAP で供与された収集車輌とワークショップを一刻も早くすべて稼働

させることが強く求められる。 

 

以上、指標 3-1 から指標 3-4 の達成度を総合して、アウトプット 3 の達成度を B と評価

する。 

 

（4）アウトプット 4 の達成度 

アウトプット 4：最終処分場が適切に運転・維持管理される。 

指標 4-1： 2008 年 7 月までにマトワイル処分場運用管理のための職員が配置され、適正

な運用管理を行う。 

指標 4-2： マトワイル処分場で 2008 年 7 月から環境管理計画のとおり、環境パラメータ

ーについてのモニタリングが実施される。 

指標 4-3： 運用管理マニュアルのとおり、ごみ投棄、転圧、覆土、法面維持が適切に行

われる。 

指標 4-4： 運用管理マニュアルのとおり、浸出水が適切に処理される。 

指標 4-5： 計量台が運用され、データが定期的に廃棄物管理局の本部に提出される。 

 

1） 指標 4-1 の達成度 

指標 4-1： 2008 年 7 月までにマトワイル処分場運用管理のための職員が配置され、適

正な運用管理を行う。 

達成度：B 

 

2009 年に、全員が出向の立場ではあるが、LMU が設置されて以来、マトワイル処

分場は全面操業している。WMD は処分場全体の運営管理を担当し、機械部（Mechanical 

Division）は重機の運転・管理を担当している。したがって、廃棄物管理部に処分場全
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体を運営する責任があるのだが、伝統的な縦割り体制の影響が尾を引いて、いまだ十

分には機械部をコントロールできないでいる。両部の関係は改善されつつあるが、依

然としていくつかの課題を残している。また、運輸局（Transport Department）は、処

分場の運営に深くかかわっているにもかかわらず、LMU に含まれておらず、収集車両

の運転手は実質的に LMU のコントロール外にある。 

アミンバザールは建設途中であるが、一部で操業を始めている。当初予定から建設

の遅れていることから、LMU はまだ設置されていない。 

 

2） 指標 4-2 の達成度 

指標 4-2： マトワイル処分場で 2008 年 7 月から環境管理計画のとおり、環境パラメー

ターについてのモニタリングが実施される。 

達成度：A 

 

マトワイル処分場では、簡易キットを用いた 2 カ月ごとの環境モニタリングが 2007

年に始められ、2009 年にはダッカ大学の協力で、環境管理計画（Environmental 

Management Plan：EMP）に則ったモニタリングが行われた。2010 年に、環境モニタ

リングに予算がついたことから、プロジェクトが EMP に沿った本格的なモニタリン

グを開始した。現在に至るまで、処分場周辺地域への環境の影響は観測されていない。 

また、2009 年から、年に 2 回、周辺住民、漁民、農民、処分場作業員、収集車運転

手、有価廃棄物収集者（ウェイスト・ピッカー）など約 260 名を対象に、日本人専門

家チームによる環境改善調査が行われている。調査の結果、マトワイル周辺の環境が

徐々に改善されてきていることが明らかになった。 

 

3） 指標 4-3 の達成度 

指標 4-3： 運用管理マニュアルのとおり、ごみ投棄、転圧、覆土、法面維持が適切に

行われる。 

達成度：B 

 

マトワイル処分場の LMU は、サイトマネジャーの毎日の視察の下、ごみ投棄、転

圧、法面維持を適切に行っており、日々の業務記録も欠かさずつけられている。覆土

は、毎日行うことが理想であるが、土が高価であること、収集車が終日 24 時間絶え間

なく廃棄物を搬入してくることなどから、月に 1 回程度の頻度で行われている。覆土

に使用する土については、代替物として過去に埋め立てられた安定化した廃棄物を使

用しているが、毎日の覆土には不十分で、また、雨期は安定化した廃棄物が汚泥化す

るため、覆土は行われていない状況である。収集車両の終日運転については、LMU と

日本人専門家チームが運輸局と交渉中である。 

 

4） 指標 4-4 の達成度 

指標 4-4： 運用管理マニュアルのとおり、浸出水が適切に処理される。 

達成度：A－ 



－17－ 

浸出水処理には薬品処理が最適であるが、薬品が高価であるために採用できず、マ

トワイルでは、曝気処理と再循環を行っている。曝気処理は、電気代が高価であるこ

とと停電が多いことから、1 日のうち、6～8 時間しか運転されていない。24 時間運転

が理想であるが、運用管理マニュアルは、1 日最低 8 時間の運転を求めている。曝気

処理を補完する方法として、トリッキング・フィルターを用いる方法と、ヨシ原（reed 

beds）を用いる方法が検討されており、試行のためのパイロット・プロジェクトを外

注する業者の選定作業が進行中である。 

マトワイル処分場は、バングラデシュで唯一、浸出水処理施設を有する処分場であ

り、その重要性は非常に高いものがある。そのため、DCC には、マトワイル処分場の

浸出水処理の一層の改善が強く望まれる。 

 

5） 指標 4-5 の達成度 

指標 4-5： 計量台が運用され、データが定期的に廃棄物管理局の本部に提出される。 

達成度：A－ 

 

マトワイル処分場の計量台は、2009 年の設置以来、適切に運用され、データは毎月、

WMD に提出されている。頻繁な停電や、意図的に計量台を迂回する収集車などのた

め、すべてのデータを網羅しているとはいえないが計量されない収集車に関しては、

計量台担当者が目視で台数を数え、推計値を算出している。 

アミンバザール処分場の計量台は、現在、設置作業中であり、2010 年 9 月から運用

開始予定である。 

 

以上、指標 4-1 から指標 4-5 の達成度を総合して、アウトプット 4 の達成度を A と評価

する。 

 

（5）アウトプット 5 の達成度 

アウトプット 5：最終処分場が適切に運転・維持管理される。 

指標 5-1： プロジェクト終了までに、次年度の 9 月以前に会計年度ごとの財務報告書が

作成されるようになる。 

指標 5-2： プロジェクト終了までに、4 月以前に次年度の会計年度についての財政計画報

告書が作成されるようになる。 

指標 5-3： プロジェクト終了までに、翌月第 2 週以前に実際の収入・支出についての月

間報告書が作成されるようになる。 

指標 5-4： 廃棄物管理のための支出が改善される。 

 

1） 指標 5-1 の達成度 

指標 5-1： プロジェクト終了までに、次年度の 9 月以前に会計年度ごとの財務報告書

が作成されるようになる。 

達成度：A 
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廃棄物管理に関する収支などの財務情報は 2006/07 会計年度から毎月収集され、財

務報告書にまとめられるようになった。固定資産情報の収集は 2007 年度に始められ、

2008/09 年度に完了した。減価償却の計算も 2007 年度に始められ、2008/09 年度の予

算に反映された。2009/10 年度及び 2010/11 年度には、EGAP で供与された収集車両や

ワークショップなども固定資産に算入され、廃棄物収集コストに反映されることにな

っている。 

2008/09 年度の財務報告書は 2009 年 8 月に作成された。2009/10 年度の財務報告書

は現在作成中であり、2010 年 8 月に完成の予定である。 

データの質は、多少の欠損データはあるが、実務に供するには十分な質を保ってい

る。課題は、運輸局と機械部の廃棄物管理関係の財務情報が上記の財務報告書に含ま

れていないことである。 

 

2） 指標 5-2 の達成度 

指標 5-2： プロジェクト終了までに、4 月以前に次年度の会計年度についての財政計画

報告書が作成されるようになる。 

達成度：A－ 

 

2009 年 8 月に、6 名から成る WMD 予算委員会が設置された。この委員会の決定に

基づいて、2010 年 2 月から、ゾーンオフィスの代表を含むすべての課長クラスが参加

する WMD 予算策定会議が開催され、現在 2010/11 会計年度の予算を策定中である。

これが WMD で初めての積み上げ方式による予算策定になる（DCC 全体でも初めての

試みである）。 

財政計画はこのようにして進んでいるが、運輸局及び機械部の廃棄物関連の予算が

含まれていないことが課題として挙げられる。 

 

3） 指標 5-3 の達成度 

指標 5-3： プロジェクト終了までに、翌月第 2 週以前に実際の収入・支出についての

月間報告書が作成されるようになる。 

達成度：A 

 

収支に関する情報は毎月収集され、報告書にまとめられている。関連部署からの情

報の収集に多少の手間がかかり、月間報告書の作成が遅れることがある。 

 

4） 指標 5-4 の達成度 

指標 5-4： 廃棄物管理のための支出が改善される。 

達成度：B 

 

WMD の予算の中に「コミュニティ予算」という項目が含まれているが、これまで

は、予算費目も具体化されておらず、支出もされない状況が続いてきた。しかし、2010

年 1 月から、日本人専門家チームの支援の下、WMD はコミュニティ予算の費目を詳
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細化し、実際の支出を開始している。コスト効率は調査中であり、現在、コスト分析

を行っている最中である。以前は全く支出されていなかった状況と比較すると、まだ

少額ではあるが、支出が開始されたことは、本プロジェクトの貢献である。 

 

以上、指標 5-1 から指標 5-4 の達成度を総合して、アウトプット 5 の達成度を A と評価

する。 

 

３－２－２ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する。 

指標 1：プロジェクト終了時までに 52.5％（2,053t/日）が埋立地に運搬され、適切に処理さ

れる。 

指標 2：ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービスに対する住民の満足

度が 36％からプロジェクト終了時までに 50％に上がる。 

 

 指標 1 指標 2 

プロジェクト目標の達成見込み A－ A 

A：プロジェクト終了時までに達成される見込み。 

B：プロジェクト終了時までにほぼ達成される見込み。 

C：プロジェクト終了時までに達成することは困難。 

 

（1）指標 1 の達成度 

指標 1：プロジェクト終了時までに 52.5％（2,053t/日）が埋立地に運搬され、適切に処

理される。 

達成度：A－ 

 

ダッカ市内に最終処分場（埋立地）は 2 カ所あるが、計量台が設置されているのはマト

ワイル処分場だけである。したがって、計量台による廃棄物量のモニタリングはマトワイ

ルだけで行われ、アミンバザール処分場では行われていない。マトワイルに 1 日に搬入さ

れる廃棄物量の月平均は図-2 に示すとおりである。欠損データが多く、回帰直線は有意で

はないが、上昇傾向は確認できる。 
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出所：プロジェクトによる「Weighbridge Data Analysis 2008-2010」 

図－１ マトワイル処分場への廃棄物搬入量 

 

安定してデータが収集されている 2009 年 11 月以降に関して回帰分析を行ったが、有意

な回帰式は得られなかった。 

また、頻繁な停電によるデータの欠損や、WMD と運転手組合（drivers’ union）の関係悪

化から、意図的に計量台を迂回する収集車両も多く（全車両の約 30％）、マトワイル処分

場に搬入される廃棄物量のデータの包括性は高くない。さらには、アミンバザール処分場

への搬入量は、計量台が設置工事中で運用されていないために、計測されていない。 

よって 2011年 2月の本プロジェクト終了時の廃棄物搬入量を推計することは困難である

ため、代替的な方法として、アミンバザールの搬入量を試験的に測定した 2010 年 7 月のデ

ータをもって、プロジェクト目標達成度の評価を行うこととする。 

プロジェクトは、2010 年 7 月末の 1 週間、アミンバザールに廃棄物を搬入する収集車両

の数を数えることによって、大まかな廃棄物量の推定を行っている。収集車両数と車種ご

との平均輸送廃棄物量を掛け合わせ得られた 1 日当たりの平均廃棄物搬入量は 526t と推定

された。同時期のマトワイルの搬入量は 1,478t/日であり、両者を合計すると、DCC の最終

処分場に搬入される廃棄物量は 2,004t/日となる。 

アミンバザールは現在建設工事中であり、2010 年 10 月の竣工後は、更に搬入量は増加

するものと思われる。また、マトワイルの搬入量も、計量台を迂回する車両の搬入量を考

慮に入れると、計測値のおよそ 30％増しの量が搬入されていると推測される。これらのこ

とから、プロジェクト目標の指標 1 は、プロジェクト終了時までには達成されるものと予

想される。 

 

（2）指標 2 の達成度 

指標 2：ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービスに対する住民の

満足度が 36％からプロジェクト終了時までに 50％に上がる。 

達成度：A 

 

2010 年に指標 2 に関する住民満足度調査がプロジェクトによって実施され、50％の市民

が DCC の収集サービスに満足しているという結果が得られた。したがって、プロジェク
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ト目標の指標 2 は達成されていると思われる。 

なお、この 2010 年の住民満足度調査のほかに、プロジェクトでは、WBA 活動を行って

いる地区の住民を対象とした住民満足度調査を行っている。これによると、プロジェクト

が直接入り込んで WBA 活動を行っているにもかかわらず、いくつかの地区で廃棄物収集

サービスに関する住民満足度が低下している。これについては、「6-5 自立発展性」の項

で詳しく述べる。 

 

３－２－３ 上位目標の達成見込み 

上位目標：ダッカ市の廃棄物管理サービスが持続的に実施される。 

指標 1：2015 年までに 66％以上（3,054t/日）が埋立地に運搬され、適切に処理される。 

指標 2：ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービスに対する住民の満足

度が 36％から 2015 年以内に 70％に上がる。 

 

 指標 1 指標 2 

上位目標の達成見込み 評価不能 評価不能 

A：プロジェクト終了時までに達成される見込み。 

B：プロジェクト終了時までにほぼ達成される見込み。 

C：プロジェクト終了時までに達成することは困難。 

 

（1）指標 1 の達成度 

指標 1：2015 年までに 66％以上（3,054t/日）が埋立地に運搬され、適切に処理される。 

達成度：評価不能 

 

上記 3-2-2（1）で述べたとおり、最終処分場（埋立地）に搬入される廃棄物量は、上昇

傾向は認められるものの、現時点での上位目標の指標 1 の評価は困難であり、正確な推計

のためには、今後更に継続的に計量を行っていくことが求められる。一方で、プロジェク

ト開始以降、廃棄物収集量は上昇傾向にあり、また、EGAP で供与された 100 台の収集車

両がすべて適切に運行されるようになれば、廃棄物収集量は大幅に増加し、上位目標達成

の見込みは高まると思われる。 

 

（2）指標 2 の達成度 

指標 2：ダッカ市（または民間委託地域での民間業者）の収集サービスに対する住民の

満足度が 36％から 2015 年以内に 70％に上がる。 

達成度：評価不能 

 

上記 3-2-2（2）で述べたとおり、2010 年に実施された住民満足度調査によると、ダッカ

市民の収集サービスに対する満足度は 50％を達成している。しかし、開発調査時の 2004

年と 2010 年の 2 点観測のデータだけでは、2015 年の数値を推計することはできないが、

図-3 に示すとおり、住民満足度には上昇傾向がみられること、並びに廃棄物収集システム

の改善、収集量の増加により上位目標の指標 2 の達成見込みは高まるものと思われる。 
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出所：プロジェクトによる「Public Awareness Survey 2010（draft）」 

図－３ DCC による廃棄物収集に関する住民満足度 
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第４章 社会配慮の観点からの評価結果 
 

４－１ 廃棄物管理における社会配慮の視点 

廃棄物管理における社会配慮の観点は大きく以下の 4 つに分類される。 

（1）廃棄物に関係する偏見を取り除く（伝統的な価値観・認識・慣習） 

➔清掃労働者の労働・生活環境の改善、環境教育、職業の貴賎認識の除去 

（2）貧困を根拠に活動する有価廃棄物収集者（ウェイスト・ピッカー）のフォーマライゼー

ション 

（3）地域社会内廃棄物管理の徹底化、そのための住民参加の促進 

（4）環境・廃棄物管理に関する市民の意識の向上、環境教育（廃棄物教育を中心として）の

実施 

 

今回のプロジェクトの PDM の「成果」をみると、社会配慮に特に関係してくるのは成果 2 の

「住民参加型廃棄物管理プログラムが促進される」であり、それは上記の 4 観点のうちの「（3）

地域社会内廃棄物管理の徹底化、そのための住民参加の促進」と関連する。また、プロジェクト

開始後 WBA というアプローチが取られたが、それには社会配慮の観点がより色濃く表れており、

具体的には次の項目が関連すると考えられる。 

1） WBA1「ワード廃棄物管理事務所の建設と事務所機能の強化」においては、①クリーナ

ーの勤怠管理と作業指示、②住民・PCSP との連携、③住民からの苦情の対応、④安全

対策委員会の開催、⑤クリーナーのための安全具・救急箱の使用に関する指示・点検、

⑥清掃ワーカーズマニュアルの協議と導入などの機能は上記「（1）廃棄物に関係する

偏見を取り除く」と「（3）地域社会内廃棄物管理の徹底化、そのための住民参加の促

進」と関連している。 

2） WBA2「クリーナーの教育と清掃作業の安全・衛生の向上」においては、その中の 3 つ

すべてのコンポーネント①意識向上のための安全具の支給、②安全衛生委員会の設置と

運営指導、③クリーナー作業マニュアルの配付、導入と指導であるが、上記（1）の観

点にかかわる。 

3） WBA3 の「住民参加型の清掃活動の実践」は上記（3）そのものである。 

 

４－２ 評価方法 

上記の視点から本プロジェクトにおける社会配慮面からの評価を行うにあたっては、7 つのワ

ードを対象とした 3 日間の現場観察とそこでの聞き取り調査〔対象者は当該ワードの CI、地域社

会組織代表、一次収集サービス業者（Primary Collection Service Provider：PCSP）経営者・管理者、

一般住民、クリーナーなど〕を実施し、加えて JICA 専門家とカウンターパート（Bangladesh 

Counterpart to the Project：C/P）といった関係者への聞き取りと文献調査を行った。 

 

４－３ 評価結果 

上記評価方法を通じて得られた本プロジェクトにおける社会配慮の評価結果を以下に示す。 
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（1）地域社会内廃棄物管理の徹底化、そのための住民参加の促進 

この地域社会内における住民参加型廃棄物管理は、本プロジェクトの社会配慮の観点の中

心となる。開発調査時においてはそのパイロットプロジェクトとして 2 つのワードにワード

廃棄物管理委員会やコミュニティ・ユニット・ワーキング・グループ（CUWG）がつくられ

ていた。前者の場合は、ワード・コミッショナー（「ワード長」にあたる）を中心として運

営されていたが、選挙管理内閣の下で汚職追及が徹底化されたため、政治家が前面に出て活

動できなくなり、ワード・コミッショナーの影響力が落ちていったため、当該委員会の活動

も鈍った。 

本プロジェクトの WBA で住民組織はワードレベルでの住民組織よりも（ワードを更に細

分化した地域単位である「ユニット」に基づく）CUWG に力点を置くこととなった。現時点

までに WBA 対象ワードの中で 17 ワードに CUWG が設立され、CUWG に関する研修も 14

のワードで開かれている。同時に、CUWG は PCSP との関係を保ち、一般住民の意見を聞き、

対処していかねばならない。地域社会内の廃棄物管理を適切なものにするには、ステークホ

ルダーがお互いを信頼して相互協力する必要がある。ここでいうステークホルダーとは、地

域住民またはその代表、一次収集を請け負う PCSP、CI とクリーナーである。この四者が共

に協議・活動する場を提供するのが WBA の狙いでもあった。聞き取り調査では、特に、ワ

ード 36、ワード 45、ワード 84 がこのステークホルダー間の関係は良好であることが理解で

きた。ワード 84 で 2009 年 12 月 27 日に開かれた CUWG の会議にはクリーナーも出席して

いる。上記の社会配慮の観点（1）にみられるように、通常、クリーナーへの偏見・学歴の

相違からくる社会経済的立場の違いにより、このように会議に同席することはない。ワード

45 では新興住宅地の清掃でクリーナーが必要になったときに当該地区の住民がワードオフ

ィスに来てクリーナーの新たなる配置を CI に頼んでおり、クリーナーが出かけ、清掃作業

をした際には家で茶や菓子が出され、歓待されている。廃棄物管理上、地域をまとめていく

には CI の管理・コミュニケーション能力が重要になってくる。上記ワードの CI は廃棄物管

理に対してモチベーションも高く、研修にも積極的に参加しており、その間に管理・コミュ

ニケーション能力を修得していった。また、それらのワードの特徴としてワードオフィスが

建設されていることである。WBA1 で掲げられているワードオフィスの機能が十分発揮され

ている。 

これらとの比較で WBA 未対象ワードでの聞き取り調査結果では、コミュニティの組織が

なく、PCSP と CI 間の確固たる信頼関係もそれぞれの言動から判断してまだ確立していない

ような印象を受けた。通常、コミュニティ（地域住民）は税金を支払っているのに、DCC は

住民を満足・納得させるような公益サービスを行ってはいないと認識されている。そのよう

な認識のなかで、ステーク・ホールダー同士が信頼関係を深め、地域の廃棄物管理の状態を

改善していくのがいかに難しいかは容易に理解できる。一方で、プロジェクトの負の側面と

して、少数だが、CI のなかには WBA の対象候補であるワードを担当していたにもかかわら

ず、本邦研修に参加したあとモチベーションを急激に低下した者もいたという指摘もあった。 

 

（2）廃棄物に関係する差別・偏見の除去・撤廃（伝統的な価値観・認識・慣習） 

伝統的な価値観に影響され、クリーナーに対する偏見や差別がまだ存在する。クリーナー

が一般の病院に行ってもまともな治療・処置をしてもらえず、廃棄物管理局局長（Chief Waste 
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Management Officer：CWMO）からクリーナー専用の病院を建設してほしいとの要求があっ

たこともその証左だといえる。 

廃棄物に関係する社会的偏見やそれに由来する差別を少しでもなくし、CI やクリーナー自

身に清掃業に誇りをもたせるために始めたのが WBA2 である。CI には廃棄物管理マニュア

ルを作成し、研修を行い、そのなかでクリーナーへの教唆内容をしっかりと理解させ、意識

を高めさせることに成功している。また、クリーナーに対してはワークショップや研修で絵

図が多く入った分かりやすいブックレットを通して労働安全衛生教育を行い、作業時のマス

ク・手袋の配布、薬箱の支給を行っている。以前には経験しなかったことであり、かなりの

クリーナーが労働安全衛生に関する知識をもち、意識を高めたのは確かである。今日まで

7,000 名中計 4,000 名以上がその対象となった。ただし、衛生意識の向上がまだ完全には達成

されていない部分もあり配布されたマスクは 2 週間で破れてその後、補給がなされていない

といった事例もみられた。これらの補給は DCC の責任で実施すべきものであり、継続的な

支給が望まれる。このようなクリーナーたちが自ら労働衛生教育を受け、その環境を改善す

る取り組みを継続的に実施することは一般国民の社会意識を変革するにつながる。内部から

の改革は始まったばかりであり、まだまだ多くの努力を要する。隣国のインドなどに比べ、

人権保護運動を展開している非政府組織（Non Governmental Organization：NGO）をはじめと

する勢力が少なく、影響力をそれほどもっていない状況において、このような内部からの取

り組みを強化していくのは重要である。同時に、今後は労働環境だけでなく、ボスティ（物

理的居住条件が悪い住宅群）に近い居住空間での生活環境の改善にも目を向ける必要がある。 

 

（3）環境・廃棄物管理に関する市民の意識の向上、環境教育（廃棄物教育を中心として）の実

施 

WBA ではキックオフミーティング、ステッカー貼付、大型看板づくりやラリーなどが地

域住民を中心に行われた。参加者はそれによって意識向上を自ら図ると同時に、一般住民も

地域環境の改善意識に目覚め、多くがラリーに参加している。JOCV も地域の小学校で小学

生に対して廃棄物教育を実施している。今後は、継続性が問題となってくる。 

 

（4）貧困を根拠に活動する有価廃棄物収集者（ウェイスト・ピッカー）のフォーマライゼーシ

ョン 

この観点からのアプローチは、本プロジェクトのフレームワーク外であるが現場視察にお

いてこの点にかかわる次のような事実がみられたため、参考として以下に記す。 

最終処分場に 500 名以上のウェイストピッカーが働いており、以前に比べその数は多くな

っているといわれる。特にショベルカーとトラックの周りには新しく持ち込まれた廃棄物が

運び込まれてくるため、10 名ぐらいの女性が集中的に拾っている。非常に危険そうにみえる

が、そのうちの 3 分の 1 が児童である。その児童に対して NGO が最終処分場へのアクセス

道路際に建つ家屋の一室で授業を開いている。評価調査団の現場訪問時には、ラマダーン（断

食）月ということもあり、同室では行われず、最終処分場管理棟横の屋根がある空間で最終

処分場勤務のスタッフが簡単な教材を片手に行っていた。文字読み、図画、算数である。周

囲には 5、6 人の母親が見守っていた。子どもから大人になるにあたって職業選択を再度迫

られることになる。その際、文字が読め、算数ができれば、少しでも選択幅が増えるので、
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このような教育は大いに評価できる。可能ならば、職業訓練にまでつなげるようなシステ

ム・制度を整備すべきである。 
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第５章 実施プロセス評価 
 

（1）WMD の設置は本プロジェクトの前提条件であり DCC 側が実現を約束していたが、その整

備は大幅に遅れ、プロジェクト終了を 6 カ月後に控えた現在も要員配置が完了していない。

このような状況にもかかわらず、プロジェクトは 2007 年 2 月に開始され、バングラデシュ

側カウンターパートと日本人専門家チームの努力とさまざまな工夫により、プロジェクト

目標とアウトプットの多くが達成された。 

 

（2）WMD は、技術部門（engineering wing）と廃棄物管理部門（conservancy wing）から成る縦

割り体制になっており、業務が必ずしも効率的に行われてはいない。この非効率さを緩和

するために、プロジェクトは両部門の協働体制で業務を行う WBA という新たなアプローチ

を採用した。これは、現状に柔軟に対応した適切なプロジェクトの軌道修正であり、高く

評価できる。 

 

（3）本プロジェクトの当初のデザインは、廃棄物の収集ルートを見直し収集効率を上げること

によって、処分場への廃棄物搬入量を増加させるというものであった。しかし、プロジェ

クト開始後、交通量の多さや住民など関係者の合意形成の難しさから、収集ルートの見直

しが困難であることが判明した。そこでプロジェクトは、収集車両数を増やすことによっ

て収集量の増加をめざすというアプローチに軌道修正し、EGAP を申請することによって

100 台の収集車両を調達した。これは、上記（2）の WBA の採用と並んで、本プロジェク

トのグッドプラクティスのひとつとして評価できるものである。 

 

（4）要員配置が完了していないとはいえ、WMD は正式に承認を受けて局として位置づけられた。

そして、上記（2）のとおり、その WMD をより機能的にするために WBA というアプロー

チが取り入れられ、一定の成果を上げている。さらには、ワードオフィスが WBA 対象ワー

ドに設置され、住民を含む廃棄物関係者が情報と経験を共有する場と機会を提供している。

このようにして、本プロジェクトを通じて、組織的、制度的、物理的なインフラが整備さ

れ、ダッカ市の廃棄物管理改善の基盤は整ったといえる。 

 

（5）DCC 及び WMD のトップマネジメントの頻繁な交代が、WMD 内及び関係局間のコミュニ

ケーションを阻害しており、それによってプロジェクト運営の難しさが生じている。 
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第６章 評価結果 
 

６－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は下記の理由から、「非常に高い」と評価される。 

 

（1）バングラデシュの国家政策等との整合性 

「バングラデシュ貧困削減戦略（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）（2005 年 11 月）」

が定める戦略目標 19 は、「環境配慮と持続的開発」を謳っている。具体的には、市レベル

の廃棄物収集と輸送の効率化がめざされており、JICA の協力で策定された DCC の「クリー

ンダッカ・マスタープラン」のダッカ市での実行と、同マスタープランの他市への適用が優

先事項とされている。 

 

（2）日本の援助政策との整合性 

「対バングラデシュ ODA ローリングプラン（2009 年）〔Japan’s ODA Rolling Plan for 

Bangladesh（2009）〕」は、健全な都市生活を保障するための、都市部の持続的開発を謳っ

ている。そのために、特にダッカ市の廃棄物管理の改善と、DCC の廃棄物輸送能力の強化に

ハイライトを当てている。 

 

（3）対象地域のニーズとの整合性 

ダッカ市内の廃棄物に関する環境と衛生の問題は依然として広範に存在しており、人々の

健康的な生活に対する脅威となっている。市民の清潔で安全な生活環境を確保するために、

DCC の廃棄物管理サービスの一層の向上は強く求められている。 

 

（4）プロジェクトのアプローチ・手段としての適切性 

DCC の廃棄物管理に対する日本の支援は、開発調査、JDCF、草の根無償資金協力、EGAP、

JOCV と、広範多岐にわたっている。このようなさまざまに異なるアプローチの組み合わせ

が、全体的でダイナミックなプログラム・アプローチを形成しており、その結果、CI や清掃

員といった人的要素から、最終処分場といったインフラに至るまで、さまざまな開発効果を

もたらしている。 

 

６－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は下記の理由から、「標準」と評価される。 

上記 3-2-2 でみたとおり、プロジェクト目標の指標はほぼ達成されている。しかし、プロジェ

クト目標である「ダッカ市の廃棄物管理サービスが向上する」ためには、本プロジェクトのデザ

インは必ずしも効果的とはいえない面もあった。DCC 側の約束を取り付けたうえでプロジェクト

の前提もしくは外部条件としていた WMD の設立及び要員配置の実現のための DCC 内及び地方

自 治 局 （ Local Government Division, Ministry of Local Government, Rural development and 

Co-operatives：LGD）等の関係省庁への申請・承認手続きに当初の想定をはるかに超える時間を

要したため、現実には、WMD の要員配置がプロジェクト終了を 6 カ月後に控えた現在において

もまだ完了していない状況にあり、そのことが大きな阻害要因となって、アミンバザールの建設
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の遅れ、EGAP で供与された収集車両の稼働の遅れ、後述する自立発展性の問題など、さまざま

な障害を生んでいる。これによって、DCC は日本側の投入を最大限に生かすことができず、大き

な機会損失が生じた。WMD を機能させるという要件が仮に当初計画どおりに実現していれば、

本プロジェクトのターゲットグループはより大きな便益を受けていたであろうと思われる。 

 

６－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は下記の理由から、「標準」と評価される。 

WMD の機能化を外部条件に置いたとはいえ、プロジェクトはそれを傍観していたわけではな

く、JICA バングラデシュ事務所とともに可能な範囲で折に触れて側面から体制整備に向けて働き

かけてきている。バングラデシュ側カウンターパートと日本人専門家チームはそれらに予想以上

の時間を割かれ、結果的に時間という最も貴重なインプットを効率的にアウトプットに転換する

ことができなかった。また、WMD の要員配置が遅れたために、多くの DCC のプロジェクト関係

者とカウンターパートが十分にプロジェクト活動にかかわることができなかった。上記 6-2 で述

べた WMD の機能化の遅れと、それによって WMD と DCC が被った機会損失の問題は、効率性

においても同様にあてはまる議論である。 

ただし、このような条件下にあっても、WBA アプローチのコアメンバーやマトワイル LMU ス

タッフがプロジェクトに対して非常に前向きに取り組み、アウトプットの達成に貢献したことは

高く評価できる。また、日本側の投入は、専門家派遣、カウンターパート研修、機材供与、ロー

カルコスト負担など、ほぼ計画どおりに投入され、日本人専門家の派遣時期、専門性、指導力、

カウンターパート研修の時期、内容などについて、バングラデシュ側カウンターパートの評価は

高い。 

 

６－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは下記の理由から、「高い」と評価される。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

3-2-3 を参照のこと。 

 

（2）その他のインパクト 

① WBA の活動に深くかかわることによって、CI は非常に能力を向上させ、モチベーショ

ン及び廃棄物管理業務へのプライドも高まり、実際の職務内容も大きく広がっている。

その結果、CI に対する DCC 職員や地区住民の認知度が上がっている。ある CI は、安全

具の補給を要求する公式書類を作成し DCC に提出したが、このような活動・アプロー

チはプロジェクト開始前には決してみられないことであり、プロジェクトの大きなイン

パクトのひとつといえる。 

② WBA 活動を通して、総合的・全体的な廃棄物管理が実現し、その最先端を担う CI と清

掃員の意識が大きく変化した。これは、今後更に新収集システムを導入・拡大するうえ

での重要な基盤となるものである。 

③ WBA 活動が導入された地区では、地区内の環境がより清潔で衛生的になっている。 

④ 本プロジェクトを通じて導入された PDCA（Plan – Do – Check – Action）の考え方とそれ
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に基づく業務の実施方法は DCC にとっては新しい文化であったが、バングラデシュ側

カウンターパートはプロジェクトを通じてそれを身に付けた。このことにより、カウン

ターパートが従事する他の業務も同様の考え方に基づいて実行され、それが DCC 内の

他の職員や部署に広まっていくことが期待される。 

⑤ マトワイル及びアミンバザール両処分場の周辺地域に対する環境上の負の影響は認め

られない。 

⑥ 廃棄物管理に関する財務管理改善の活動を担当したバングラデシュ側カウンターパー

トは、監査局からの出向者である。そのため、彼が監査業務に戻った際には、本プロジ

ェクトを通じて身に付けた財務管理の知識と技能は、監査業務においても有効に活用さ

れるものと思われる。 

⑦ WMD はバングラデシュ廃棄物管理会議において本プロジェクトの経験とアプローチを

紹介した。会議参加者のなかには本プロジェクトの活動に高い関心を抱く者もあり、こ

の会議を通じてそれらが他市へも波及することが期待される。 

⑧ WBA 活動を通じて地域住民とのコミュニケーションが深まり、DCC と住民の協働が可

能になってきている。また、ワードオフィスは地域に開かれた場を提供しており、DCC

の行政サービスに関する説明責任と透明性を高めている。 

⑨ ワードオフィスを通じて地域住民とのコミュニケーションが深まった結果、苦情対応の

時間が大きく短縮されている。 

⑩ DCC の職員や地域住民の間で、CI や清掃員など廃棄物管理にかかわる職員の社会的認

知度が高まっている。 

⑪ 地域住民のマナーや考え方が変化し、新収集システムの導入に対して協力的になってき

ている。住民の協力があるために、地域で回収される廃棄物の量が増えている。 

⑫ 新聞、雑誌、テレビなどのメディアが本プロジェクトの活動を頻繁に取り上げており、

廃棄物問題に関する一般の関心を高めている。新聞及び雑誌の掲載面積を総計し、相当

面積の広告記事を（日本の新聞に）掲載すると仮定した場合、掲載料として 700 万タカ

に相当する（1 タカ≒0.8 円で計算したもの）。 

 

６－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性は下記の理由から、「低い」と評価される。 

 

（1）政策面 

環境法 1995（Environment Act 1995）はあるが、WMD の事業をバックアップする廃棄物管

理に関するガイドラインや戦略が存在しない。現在、3R 戦略（3R Strategy）、廃棄物管理標

準及び運用ガイドライン（SWM Standard and Handling Guideline）、病院廃棄物管理ガイドラ

イン（Hospital Waste Management Guideline）の 3 種を環境局（Department of Environment, 

Ministry of Environment and Forest：DOE）内で準備作業中であるが、これらが一刻も早く完

成し発効されることが望まれる。 

プロジェクトは『Clean Dhaka – Directives of Waste Management Department』という冊子を

作製・配布している。これは WMD の日々の業務の原則を定めるガイドラインである。DCC

と WMD には、ダッカ市内の廃棄物管理関係者に広く本冊子を配布し、ガイドラインを周知
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徹底させることが期待される。 

 

（2）組織面 

WMD の要員配置が大幅に遅れており、そのためにダッカ市内の廃棄物管理にさまざまな

障害を生んでいる。現在、配属されている職員もほとんどは出向者で、今後も現ポストにと

どまるかどうかは不明である。そのため、WMD は非常に脆弱な組織体制となっている。EGAP

で供与された 100 台の収集車輌については、運転手と清掃員のリクルートが遅れているため

に、いまだ完全稼働には至っていない。また、アミンバザール処分場は年明けには全面操業

開始の予定であるが LMU スタッフのリクルートは始まっていない。 

また、DCC 及び WMD のトップマネジメントが頻繁に交代するために、運営管理及び政策

上の方針の一貫性が欠ける傾向がある。 

既述のとおり、本プロジェクトの活動を通して、CI や清掃員といった廃棄物管理関係職員

の認知度が高まり、彼ら自身も自らの仕事に自信と誇りをもつようになってきている。しか

し、DCC の人事制度は依然として硬直的で、彼らの変化に対応できておらず、一部では彼ら

のモチベーションを低める要因となっている。 

 

（3）財政面 

DCC の廃棄物管理予算は図-4 にみるとおり、コンスタントに増えてきている。しかし、依

然として、必要とするすべての資機材やサービスを自前で調達できるには至っていない。 

 

単位：千万タカ 

 
出所：プロジェクトによる 

図－４ DCC の廃棄物管理予算 

 

（4）技術面 

PDCA に基づいた業務の実行に関しては、一定数のバングラデシュ側カウンターパートが

それを経験し、啓発を受けている。特に、CI のコアメンバーとマトワイル処分場の LMU に

対する技術移転は着実な効果を上げている。しかし、既述のとおり、ほとんどの WMD スタ

ッフは出向者である。仮に彼らが WMD にとどまらない場合、彼らに行われた技術移転をい
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かに WMD に蓄積させるかという課題がある。 

財務管理（アウトプット 5）のバングラデシュ側カウンターパートは能力・モチベーショ

ンともに高いが、彼が唯一の財務関係のカウンターパートであり、彼もまた監査局からの出

向者である。したがって、財務管理分野での技術的な自立発展性も高いとはいえない。 

 

（5）その他 

① WBA は、本プロジェクトによって導入された新基軸であり、WBA 活動を通して CI や

清掃員などの廃棄物管理関係者の能力と意識が改善されたこと、住民とのコミュニケー

ションが促進されたことなど、一定の効果を上げていることは既述のとおりである。し

たがって WBA アプローチの一層の拡大・普及が望まれるが、その自律的発展のために

はまだ支援が必要である。具体的には、各地域に適した新収集方法を考案するための日

本人専門家の引き続いての指導、並びに DCC による EGAP で供与された収集車両の全

面稼働とワードオフィスの建設拡大などが挙げられる。 

② 3-2-2（2）で触れたとおり、プロジェクトは、市全体を対象とした住民満足度調査とは

別に、WBA 活動を行っている地区を対象とした廃棄物収集サービスに関する住民満足

度調査を行っている。この調査結果によると、プロジェクトが直接入り込んでサービス

改善を行っているにもかかわらず、いくつかの地区で廃棄物収集サービスに関する住民

満足度が低下傾向にある。また、全体的傾向として、PCSP などが行っている一次収集

に関する満足度（約 70％）よりも、DCC が行っている二次収集に関する満足度（約 50％）

のほうが低い傾向にある。一次収集は住居から WMD が指定した市内の収集所まで廃棄

物を運搬するものであり、住民との直接的なかかわりが強く、その改善と満足度の関連

性が高いが、二次収集は市内の収集所から最終処分場までの運搬であり、その改善が必

ずしも住民個々人の満足度と関係しないといったことも要因のひとつの可能性として

挙げられるが、住民満足度は廃棄物管理サービスの自立発展性を左右する重要な要件で

あり、今後その原因を究明し、特に DCC が提供する収集サービスの一層の改善を図る

必要がある。 

③ 機械部（Mechanical Division）は独自の予算で重機及び収集車を購入しており、廃棄物管

理に関する前向きな姿勢を示している。これらの重機や収集車を有効活用するためにも、

WMD には、機械部との協力的・友好的な関係を構築することが強く望まれる。 
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第７章 結 論 
 

 妥当性 有効性 効率性 インパクト 自立発展性 

評価結果 非常に高い 普通 普通 高い 低い 

5 段階評価：非常に高い、高い、普通、やや低い、低い 

 

（1）妥当性の高さは、DCC とダッカ市民の本プロジェクトに対する期待の高さ、必要性の高さ

を示している。しかし、WMD の組織体制の整備の遅れから、バングラデシュ側カウンタ

ーパート及び日本人専門家チームの真摯な努力にもかかわらず、プロジェクトのパフォー

マンスは全体的に低くなっている。特に、自立発展性の低さが目立つ。 

 

（2）このような状況のなかで、WBA アプローチは一定の効果を示しており、さまざまな可能

性を提示している。CI のコアメンバーや清掃員も、WBA 活動を通して能力やモチベーシ

ョンを高めている。PCSP を介したコミュニティの参加も高まっており、収集サービスに

関する住民満足度は総じて高まっている。EGAP によって供与された収集車 100 台をフル

稼働させるなど、投入された機会を最大限に生かしてダッカ市の廃棄物管理を更に改善さ

せるために、DCC 及び WMD には、WBA の一層の維持・拡大が強く望まれる。 
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第８章 提言・教訓 
 

８－１ 提 言 

（1）WMD の人員配置 

・ DCC は可及的速やかに WMD の人員配置を完了させること 

・ 本プロジェクトを通して経験・能力を積んだ C/P を WMD において今後十分に活用でき

る人員体制とすること 

 

（2）コミュニケーションの更なる促進 

・ ダッカ市助役（CEO）と CWMO など DCC 上層部、WMD 実務者レベル及び専門家チー

ム間のコミュニケーションを更に密にすること 

・ WMD のスタッフと PCSP・ドライバー・クリーナーなど収集現場レベルでのステークホ

ルダー間のコミュニケーションの更なる促進を図ること 

・ WMD と廃棄物収集車輌を含めた DCC 全体の車輌管理を行っている Transport Department

及び Engineering Department との連携促進を図ること 

 

（3）WBA の促進・拡大 

・ WBA のなかで設置してきたワードオフィスはワードレベルでの意見交換の場、廃棄物

管理に係るスタッフの地位向上など多様な役割を果たしており、今後も積極的に設置に

取り組むべきである。 

・ WBA を全市に拡大していくためには本プロジェクトの C/P でもある「WBA コアグルー

プ」のメンバーの経験・能力を十分に活用すべきである。 

・ WBA 促進の土台づくりのための住民啓発、環境教育の更なる促進を図ること 

 

（4）廃棄物処分場の運営・維持管理の改善 

・ マトワイル処分場で（現在期限つきで雇用している）LMU のスタッフの正式雇用及びア

ミンバザール処分場での LMU スタッフの新規配置を迅速に行うこと 

・ 処分場管理スタッフと（Engineering Department 所属の）重機オペレーターとの協同・連

携を更に促進すること 

・ 処分場運営のために必要な電力を確保すること 

 

８－２ 教 訓 

（1）本プロジェクトにおいて外部条件、前提条件とされプロジェクトの初期の段階で DCC 側

により完了されるべき条件であった WMD の設立、人員配置が大幅に遅れたことによりプ

ロジェクトの運営・管理に大きな影響が生じた。類似プロジェクトの実施にあたっては各

国の社会的、政治的現状を十分に考慮し、外部条件、前提条件をより詳細に検証する必要

がある。 

 

（2）WBA においてはワードレベルでの廃棄物管理能力の強化に加えて、（それまでほぼ交流

がなくむしろ対立することさえあった）WMD 内部門間の連携、WMD と他部門（Transport 
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Department 等）との連携強化に大きく貢献した。 

 

（3）本プロジェクトでは WBA を進めていくなかで社会的地位が非常に低かった廃棄物管理従

事者（CI、クリーナー）の地位向上にも努め、モチベーションを高めて、ワードレベルで

の廃棄物管理能力の向上につなげることに成功した。 

 

（4）技術協力プロジェクトに加えて、JDCF、EGAP、JOCV などハードとソフトの投入を包括

的に行ったアプローチもダッカ市の廃棄物管理能力の向上に大きく貢献した。 
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第９章 評価総括（団長所感） 
 

（1）PDM 指標に基づく達成度評価 

PDM に沿った終了時評価の結果、指標上はすべてのアウトプットで、設定した目標を「達成」

もしくは「全面的ではないがほぼ達成」する見込みであり、プロジェクト目標の指標とした、

ごみ収集率の改善及び住民のごみ収集サービス満足度も、プロジェクト終了時点でおおむね達

成する見込みである。事実、本プロジェクトがダッカ市の条件に基づき独自に開発した WBA

に基づく協力支援では、DCC 廃棄物管理の最前線（底辺）で働く多数の清掃人や CI の能力を

強化し、労働安全衛生意識の向上を達成し、清掃・廃棄物分野公務員としての自覚と誇りを醸

成した。のみならず地域の PCSP の組織化を通じて廃棄物管理へのコミュニティ参加の促進を

果たし、これが住民満足度の向上に少なからず貢献した。また、収集車輌による運搬作業の実

態が把握できるようになり、合理的な運行管理の基礎をつくった。バングラデシュで唯一とも

いえる衛生埋立処分場の DCC による自律的オペレーションを可能にした。廃棄物管理事業に

係る会計システムを確立し、DCC として初めて廃棄物管理事業分野のコストの全体像が把握で

きるようになり、廃棄物管理財政管理の基礎をもたらした。 

いずれの活動においても、人材の育成が進み、関連する多数のマニュアルや技術指針が作成

された。こうした一連の成果は、プロジェクト開始前は極めて不備であったことであり、ダッ

カ市廃棄物管理の能力向上に大きく資するものであることは疑いない。その意味でプロジェク

トは大きな成果を上げたということができる。 

 

（2）5 項目評価による総合評価 

一方でこのようなプロジェクト目標の達成度の比較的高い評価とは裏腹に、評価 5 項目の観

点からのプロジェクト評価結果は、妥当性とインパクトを除いては、必ずしも高いものとはい

えず、とりわけ自立発展性については「低い」という評価を下さざるを得ない。 

この原因は、基本的に DCC の廃棄物管理事業を主管する WMD の未確立あるいは一部機能

の不全にある。PDM に整理されているように、本プロジェクトでは「WMD 新設に係る政府承

認」をプロジェクトの「前提条件」として掲げ、かつ「WMD に対する人員配置」を DCC が果

たすべき「外部条件」として設定したが、前者の意味ある実行はプロジェクト中盤までずれ込

み、後者については完全には達成されていない状況であり、終了時評価調査時点では多数の臨

時スタッフ及び非常勤者による暫定的実施体制のままとなっている。このようなことから、

WMD は組織として著しく脆弱で、本来の機能化が進んでいない。よって WMD を核とする DCC

廃棄物管理事業の自立発展性は、現状では低い。 

このことは、本プロジェクトによる WMD 人員に対する能力強化支援という点で、DCC にと

って相当の機会損失を招き、プロジェクトの効率性評価にネガティブなインパクトを与える要

因のひとつとなった。 

 

（3）WMD の組織化と機能化 

このような WMD の設立承認や人員配置の遅延、すなわち WMD の機能化への阻害は、DCC

における職能ヒエラルキー型行政組織の硬直化と非能率、意思決定メカニズムの複雑さ、錯綜

する利害関係の存在、人事抗争や政治的思惑の介在、など多々あると考えられるが、一言でい
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えば、連綿として続いてきた既存の行政組織制度の改変に対する抵抗、現場のニーズと旧来の

行政組織制度の衝突である。しかし、経済発展と都市化の進行の産物として現われ進行しつつ

あるダッカ市のごみ問題に適切に対応するためには、行政組織制度の改変は避けて通ることの

できない課題である。 

わが国は 2000 年の廃棄物専門家（短期）の派遣以来、開発調査（ダッカ市廃棄物管理計画調

査、2003 年 11 月～2006 年 3 月）、技術協力プロジェクト「ダッカ市廃棄物管理能力強化プロ

ジェクト」（2007 年 2 月～）を遂行し、ダッカ市のごみ問題に適切に対処するための計画、組

織制度づくり、人材育成を支援してきた。そのなかで、廃棄物管理室（2003 年）、廃棄物管理

部（2005 年）、そして廃棄物管理局（WMD；2008 年）への組織制度枠組みの発展を引き起こ

した。しかし WMD の廃棄物管理行政組織としての機能化という点では、まだ緒についたばか

りの段階であり、発展途上にある。 

本プロジェクト期間中には、EGAP による収集車輌の供与・ワークショップの建設が行われ、

また、これらと並行しての JDCF による最終処分場の新設・増設・高度化、JOCV 派遣、草の

根無償資金協力、本邦研修などの支援がプログラム的に投入されてきた。一方、ダッカ市自身

も近年になって財政能力を強化しつつあり、自己資金による重機や収集車両の投入などこれま

でにない自助努力を示すようになってきている。しかし、結局のところこれらの両国の投入を

生かすためには、上述の WMD の機能化とそれを取り巻く制度や社会のレベルの包括的な能力

強化（キャパシティ・ディベロップメント）が不可欠である。 

本プロジェクトの真の目標達成とダッカ市廃棄物管理の自立発展性の確保のためには、

WMD の機能化が課題として残されているといえよう。DCC 側の現場レベルから幹部レベルに

至るまで、多くの関係者が強くプロジェクトの継続を要請していることの背景には、WMD の

機能化の促進への強い期待（支援の要請）がある。評価調査のミーティングのなかでダッカ市

助役（CEO）が表明した「3 カ月以内の 50 名のドライバーと 100 名のクリーナーの雇用」「WMD

の早期の人員配置」といった事項の履行状況を判断したうえで、プロジェクト期間を延長し、

WMD の機能化の支援（コミュニティ開発や収集運搬能力向上のための技術支援を含む）を行

うことが妥当と考える。なお、本技術協力プロジェクトの実施にあたって専門家チームは大き

な役割を果たし、この専門家チームの技術協力活動に対する DCC 関係者の評価は例外なく大

変高く、大きな信頼を勝ち得ていることを改めて確認した。 
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